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１．はじめに

　2015 年を目標とする「万人のための教育」

達成が危ぶまれる国が多いなか、インドの

ケーララ州は、すでに 1991 年に、インド

初（および現在も唯一）の州民皆識字州で

あると宣言された。2001 年の国勢調査（GOI 

2001）によると、同州の識字率は 90.9%、5

歳から 14 歳の就学している子どもの割合は

94.4% と非常に高く、開発途上国によく見

られる都市農村間や男女間で大きな差もな

い。

　ケーララ州で教育、特に女子教育が普及

した要因については、歴史、政治、社会・

文化的側面から、すでに多くの先行研究が

指摘している。イギリス植民地となる以前

からケーララの支配者たちが教育の普及に

熱心であったと同時に、キリスト教のミッ

ショナリーも低い社会階層の子どもたちや

女児を対象とする教育を推進した。インド

独立後には共産党政権が、教育や保健分野

などの公共サービスを充実させる社会政策

を推し進めた。また、母系制の伝統があり、

インドの他の地域と比べて男児選好が顕著

でないことなどである。

　開発レベルを示す社会指標においてケー

ララ州は先進国並みの水準に達しており、

男女間の差が小さいことから、女性の地位

が高いと一般に結論付けられている。ケー

ララ州は経済的には低開発レベルであるに

もかかわらず、高いレベルの社会開発を可

能にした「ケーララ・モデル」と評された

（Drèze and Sen 1996 など）。一方で、経済

発展は低調であったため、社会開発が経済

開発へつながっていないという批判もあっ

た（Rammohan 2000 など）。また、最近では

「ジェンダーの視点に欠けた発展」ではない

かという疑問も呈されている（Mukhopadhyay 

2007 など）。

　本稿では、入手可能な 1960 年代から

2000 年代間の教育データを用いて、ケー

ララ州の教育発展の軌跡をジェンダーの視

点から再検証し、現在の課題の抽出を試み

る (1)。分析の枠組みとしては、ユネスコ

（2003）が提示している 4 つの側面、①教育

の機会、②学習のプロセス、③学習到達度、

④教育の結果を参考にし、教育分野だけで

なく女性の労働参加についても言及する。

これらの分析結果からケーララ州の教育の

現状と課題を明らかにし、「万人のための教

育」達成を目指す上で重要な視点を再確認

したい。

２．ケーララ州の教育発展と現状

　ケーララ州の学校制度は、初等教育が

小学校前期課程（4 年）、小学校後期課

程（3 年）、中学校（3 年）に区分されてい

る。10 年生修了時に共通試験があり、日

本の高等学校にあたるインターミディエイ

ト（Intermediate）あるいはプラス・ツー

（Plus Two）（2 年）へ進む。12 年生修了時

の全国共通試験の後、高等教育には、カレッ

ジ（3 年）と言われる大学の学士課程、大

学院修士課程（2 年）、博士課程（3 年）が

含まれる。学校の設置区分は、大きく、公
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立（government）と私立（private）に分け

られ、公立学校には、政府学校（government 

school）と、政府から資金援助を受けてい

るが経営は民間で行われている政府補助

（government-aided）学校がある (2)。

　以下、ケーララ州の教育発展について男

女別、学校の設置区分別に分析する。

(1) 教育へのアクセスの変化

1) 初等教育

①設置区分別学校数の変化

　ケーララ州では、19 世紀初頭に政府学校

が開設されて以来、公立・私立学校が次々

と設立されてきたが、1960/1 年から小学校

前期課程の学校数は微増・微減を繰り返し

ている（付属 表 a）。小学校後期課程では

1960/1 年から 1970/1 年にかけて、中学校

では 1960/1 年から 1990/1 年にかけて、学

校数が大きく増加しており、その後は 10%

以下の伸びにとどまっている。現在州内す

べての場所で家から半径 1km 以内に学校が

あると政府が報告しているように（SPB, 

GOK 2005: 279）、1990 年代には小中学校へ

のアクセスが確保されたと考えられる。

　学校の設置区分別に見てみると、小学校

前期・後期課程では、政府学校と政府補助

学校が減少傾向、中学校では微増傾向にあ

るのに対して、すべての課程で私立学校が

著しく増加していることが分かる。1990/1

年ごろまでは公立学校が増加する生徒数に

対応していたが、それ以降は私立学校の割

合が増え、中学校では全体の 13.4% を占め

るに至っている。

　ケーララ州でも他のインドの州と同様に、

近年私立学校への人気が高まり、都市部だ

けでなく農村部にも多くの私立学校が設立

されている。一般に私立学校は公立学校よ

り責任能力が高く、教育の質が確保される

と考えられているからである。私立学校は

授業料が有償のため、生徒の学力をつけな

ければ親は学校へ不服を申し立てたり、他

の学校へ転校させるなどの手段をとる。経

営を成り立たせていくためには、親や子ど

ものニーズに応える必要がある。また、私

立学校の多くでは英語で授業が行われてい

るからでもある。12 年生修了時の全国共通

試験は英語で行われており、良い成績をと

り希望の大学に進学するためには英語力が

重要である。そして、多言語社会のインド

では、英語は全国共通の言語であり、英語

を話す方が就職に有利である。小さい頃か

ら英語を学ばせようと、私立小学校に子ど

もを入れる家庭が低所得者層からも増えて

いる。

②男女別生徒数の変化

　学校数の変化で見られた傾向は、生徒

数の変化を反映している（付属 表 b, c, 

d）。生徒数は小学校前期課程では 1970/1

年、小学校後期課程は 1990/1 年、中学校

は 2001/2 年をそれぞれピークに減少してい

る。この時間差は、当然のことながら、小

学校 1 年生に入学した生徒が、上級の学校

へ進級するにかかる年数から生じるものだ。

子ども人口の減少に起因すると考えられる

生徒数の減少傾向は、特に小学校前期課程

で顕著であり、1990/1年から2000/1年の間、

2割以上も減っている。

　学校の設置区分別に見てみると、政府学

校で生徒数が減少しており、政府補助学校

も中学校での増加を除き、政府学校ほど大

きな減少率ではないものの同様の傾向が見

られる。一方、私立学校はすべての課程で、

1970/1 年から一貫して大きく生徒数が増え

ている。つまり、子どもの数が減っている

なか、私立学校を選択する子どもが増えて

いることが分かる。

　1960 年代から現在までの男女別生徒数の

変化（付属 表 b, c, d, e）をまとめると、

次のように言える。60 年代初頭から、まず

男児が、そしてやや遅れをとりながら女児
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も公立の小学校前期課程へ行き始める。教

育に関し男児が女児より優先される傾向が

あるためであろう。小学校前期課程へ行く

子どもの数が増えるにつれて、小学校後期

課程、中学校へと行く子どもの数も男児、

女児の順で増えていく。一方で、公立学校

から私立学校への移行が始まり、これも男

児、女児の順で起こっている。公立学校の

授業料が無償であるのに対し、私立学校は

有償であるため、一家のすべての子どもを

私立学校へ行かせる経済的な余裕がない場

合、息子は私立学校へ、娘は公立学校へ通

わせるという選択がしばしば行われるため

だと考えられる。

　現在のケーララ州では、小学校前期課程

で私立学校の男女の割合がほぼ同じになる

時期まで公立から私立学校への移行が進み、

今後、小学校後期課程や中学校の私立学校

でも男女の割合が等しくなっていくと考え

られる。この傾向は、現地調査で訪れた 4

校すべての公立学校で確認された。コッタ

ヤム県で 1996 年に設立された政府補助学校

では、200 ～ 300 人いた生徒が、現在は 65

人にまで減ったと聞いた。近隣の私立学校

へ多くの生徒が通うようになったからだと

いう。同県の公立中学校でも、近くに評判

の良い私立の女子学校ができたため、女子

生徒が大幅に減少したと聞いた。都市部を

離れた地域でも、女児も私立学校で学ばせ

ようとする家庭が増えていることがうかが

える。

　しかし、貧困層に多い指定カーストや指

定部族の子どもたちが小中学校の就学年齢

人口に占める割合は 11.9% であるのに対

し、私立学校の就学者数の 3.3% にすぎない

（SPB, GOK 2009）。初等教育へのアクセスは

十分確保されているケーララ州であるが、

学校の選択という点では男女および社会階

層による差が観察される。

③就学率と中途退学率

　生徒数は政府が毎年データを公表してい

るが、就学率は公表していない。入手でき

たケーララ州の政府学校、政府補助学校、

私立学校を含めた 1 年生から 10 年生までの

全就学児童数を 5 歳から 14 歳の子ども人

口で割った数字を算出してみた（DGE, GOK 

2009）。1961 年には、就学している子ども

は約 7 割であったが、1991 年にはほぼ 100%

となる。2001 年には、94.4% と少し下がっ

たが、皆教育と言える状況である。男女別

のデータはないが、生徒数の男女比から、

大きな差はないと推測できる。

　ケーララ州の教育政策の成果は、初等教

育の就学率の高さだけではなく、定着率や

修了率の高さもある。インドでは公立学校

に 2 ～ 3 年通っても、ほとんど読み書きが

習得できず、親が子どもに学校に行かせる

のは無駄だと考え退学させる場合や、子ど

も自身が興味を失って退学する場合がある

と報告されている（Probe Team 1999）。小

学校前期課程で約 4 分の 1、中学校では半

数以上が中途退学しているというインド全

体の状況に対して（MHRD 2010）、ケーララ

州では、小学校前期・後期課程および中学

校の中途退学率は 1% 以下にすぎない（DPI, 

GOK 2009）。男女別に見ると、すべての課程

で女子生徒の方が男子生徒よりも若干だが

中途退学率が低い。

　ケーララ州では、ほとんどすべての子ど

もが小学校へ入学し、中学校を卒業してい

る状況は、訪問先の学校でも確認できた。

コーチ市内にある政府女子小中学校では、

中途退学する生徒はほとんどなく、98% が

高等学校に進学し、残りの 2% のみが就職す

ると聞いた。パラカッド県農村部の政府補

助学校でも、その村で 10 年生を修了しない

子どもはほとんどいないと、校長が語った。

さらに、コッタヤム県のキリスト教系の政

府補助学校でも、前年度中学校から高等学

校へ進学しなかった生徒は 1 人のみだと聞
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いた。

2) 中等・高等教育

　小中学校を経て 10 年生修了試験後は、2

つのコースに分かれる（付属 表 f）。高等

教育へ進学する意思のない学生および試

験不合格者には、技術を身に付け、雇用

を得る可能性を高める目的の専門学校な

どが提供されている。大工、裁縫、コン

ピューターなどの技術が学べる職業訓練学

校（Vocational Higher Secondary School）

は、1983/4 年に 19 校が開校されてから、

2007/8 年には 389 校に増え、2009 年の学生

数は 4 万 7021 人と報告されている（SPB, 

GOK 2009）。技術教育には、工学、経営、建

築などの分野で技術教育機関の管轄下にあ

る技術高校（Technical High School）（39

校）やポリテクニック（Polytechnic）（49 校）

がある。教員養成学校（Teacher Training 

Institute）も 214 校設立されている。

　修了試験合格者でカレッジ進学を希望

する学生は、インターミディエイトへ就

学する。学校数は 1990/1 年の 31 校から

1999/2000年には931校と30倍近くに増え、

2008/9 年には、さらにその 2 倍近く増え

1703 校となった。学生数も 1990/1 年から

2006/7 年にかけて、1784 人から 25 万 6715

人と大幅な伸びを見せている（DPI, GOK 

2009; SPB GOK 2009）。カレッジへの進学希

望者が、大きく増加していることが分かる。

　学校の設置区分別の学生数の割合は、政

府学校が 43.1%、政府補助学校が 31.3%、私

立学校が 25.8% で、小中学校と比較して私

立学校の割合が非常に高い。その理由とし

ては、公立の学校数の不足や、全国共通試

験に備えて質が高いと考えられている私立

高校が選択されていることが考えられる。

　次に、進学するカレッジとコースは、年

に 1 回行われる 12 年生時の全国共通試験の

成績によって決定される。ケーララ州には、

人文系（Arts）、商業系（Commerce）、理工

系（Science）のカレッジが 349 校、エンジ

ニアリング・カレッジが 84 校、医学・看護・

薬学コースのカレッジが 125 校、大学が 7

校ある（付属 表 f）。カレッジには私立が

多く、その数は増加傾向にあり、IT 産業の

成長を受け、特にエンジニアリング・カレッ

ジの増加が目立つ。

　学生数はカレッジでも全体として 2005/ 

06 年から減少傾向にある。就学率は政府

刊行物には記載がなく、コドース（Kodoth 

2009）が算出したケーララ州の男女別、社

会階層別の総就学率を表 1 に示した。ユネ

スコ（UNESCO 2010）が発表しているンド全

体の高等教育の総就学率（男性 14%、女性

10%）と比較すると、ケーララ州の総就学率

はインド平均より男性は低く、女性は高い

ことと、社会階層間で差があることが分か

る。

　女性の方が男性より高等教育での就学率

が高い背景として、失業率が高いケーララ

州では、男性はカレッジで純粋に学問を学

ぶより技術学校やポリテクニックで技術を

身に付けることを選択する傾向があるのに

対し、女性は結婚適齢期に達するまでの期

間をカレッジで過ごす傾向があるという。

また、州外や国外の大学へ進学する男子学

生が多いことも考えられる。

表 1　ケーララ州の男女別、社会階層別の高等教育の総就学率（2006/7 年）

男性 女性 合計

全体 11.0% 12.6% 11.8%

指定カースト 8.99% 10.4%  9.8%

指定部族 9.41% 10.3%  9.7%

（出典）Kodoth (2009: 13)
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　中等・高等教育の就学状況における特徴

は、女子学生の割合が高いが、コースによっ

て偏りがあることである（図 1）。カレッジ

と大学院のすべてのコースと医学・看護・

薬学コース (3) では、女子学生が圧倒的に多

い一方で、技術高校、ポリテクニック、エ

ンジニアリング・カレッジでは、男子学生

の方が多い。

(2) 教育の質と学習環境

1）教員 1 人あたりの生徒数

　ケーララ州の小中学校全体の教員数は、

1960/1 年から 2007/8 年の間、約 1.6 倍増

加しているが、2000/1 年から 2007/8 年に

かけて減少している。小学校前期課程、後

期課程、中学校の順で増加から減少へと転

じ、減少幅もおおよそこの順に大きい。学

校数や生徒数の変化をおおよそ反映してい

る。

　教育の質を図る一つの指標として、教員

1 人あたりの生徒数がよく用いられる。し

かし、この指標については、生徒数などの

ように詳細な比較が可能なデータが発表さ

れていないため、さまざまな出典から推測

する。人材開発省によると、インド全体の

平均は小学校課程で 46 人、中学校前期課程

で 35 人である（MHRD, GOI 2010）。ただし、

これはあくまでも平均値であり、インド北

部のビハール州では 83 人という報告もある

（SPB, GOK 2005）。ケーララ州の教員 1 人

あたりの生徒数は、ケーララ州政府（SPB, 

GOK 2007）によると小学校前期課程で 43 人、

後期課程で 32 人、中学校で 17 人と、全国

平均とあまり変わらない。

　学校の設置区分別の教員 1 人あたりの生

徒数は、政府学校と政府補助学校ではほぼ

変わらないが、私立学校は公立学校と比較

して小学校前期課程で教員 1 人あたりの

生徒数が多く、中学校では少ない（NCERT 

2003）。経年データを見てみると（付属 表

g）、2000/1 年から 2005/6 年の間に、小学

校で教員 1 人あたりの生徒数が増え、中学

校で大きく減っていることが分かる。公立・

私立学校全体の生徒数を単純に教員数で

割って算出した数値によると、中学校では

あまり大きな変化がないが、小学校課程で

は数値が低下していた。

　これらのデータから総合的に判断すると、

ケーララ州では全国平均より教員 1 人あた

図 1　ケーララ州の中等・技術・高等教育における男女学生数の割合（2006/7 ～ 2007/8 年）

（出典）Kodoth (2009), State Planning Board, Government of Kerala (2009) 
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りの生徒数がやや少なく、ばらつきはある

ものの小学校前期・後期課程、中学校にお

いて教員 1 人に対する生徒数が減少傾向に

あると考えられる。これを教育の質を測る

一つの指標と考えれば、ケーララ州の教育

の質は向上していると言えよう。

2）女性教員の割合

　開発途上国で女児の就学率を上げるため

には、女性教員数の増加が有効だとされて

いる。娘をもつ親が女性教員を好むからで

あり、ムスリムのなかには、男性教員がい

る学校には娘を行かせないという家庭もあ

る。ケーララ州の教員数の性別割合を見て

みると、小中学校全体で 1960/1 年には女性

教員の割合が 40% 程度であったが、1990/1

年には 50% を超え、2007/8 年には 70.7% に

まで増加した（SPB, GOK 2090; DGE 2010）。

学校の設置区分別では、私立学校、政府補

助学校、政府学校の順で女性の割合が大き

い。

　女性教員の割合は小学校課程で高く、教

育レベルが上がるにつれてその割合が減る

傾向があるが、ケーララ州でもその傾向が

顕著である。小学校前期課程では、77.0%

を占めているが、カレッジでは高等教育機

関では 45.3% となる（図 2）。とりわけ、女

子学生の割合が低い技術高校やポリテク

ニックでは、女性教員も 20% 前後と非常に

低い。

3）学校施設

　学校施設についても、ケーララ州は充実

していると言える。99.4% の政府学校は、

セメントやレンガで造られた建物で、28 校

のみが藁ぶきなどの建物である。96.1% の

学校に飲料水の施設があり、97.1% にトイ

レがある（SPB, GOK 2009: 260）。2003 年

の比較可能なデータによると（SPB, GOK 

2005: 280）、インド平均で飲料水の施設が

ある学校は 71.9%、トイレ（男女共用）が

ある学校は 26.5% であるのに対して、ケー

ララ州ではそれぞれ 85.8% と 73.3% と報告

されている。

(3) 学習到達度

　10 年生修了試験合格者は、識字率の低

い地域では尊敬される存在であり、学校へ

通う子どもたちにとって一つの目標となっ

ている。ケーララ州の 2000 年の 10 年生修

了試験の合格率は 56.2% という低さであっ

た。2006/7 年には、前年度合格率が低かっ

図 2　ケーララ州の教育レベル別、男女別の教員数の割合（2007/8 年）

（出典）State Planning Board, Government of Kerala (2009)

（注）高等学校についてはデータが入手できなかった。
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た学校を対象としたプロジェクトが実施さ

れ、合格率が 69.3% に上がった（SPB, GOI 

2009）。さらに 2008 年は 92.1% を記録し、

短期間で大きな向上を見せた。男女別に見

ると、女子学生（94.0%）の方が男子学生

（90.2%）より良い成績である。12 年生修

了時の全国共通試験に関しても、女子学生

（78.1%）の方が男子学生（66.7%）より合格

率が高い。職業訓練学校での修了試験では、

その差はさらに広がり、女子学生の割合は

少ないものの合格率は 84.5%、男子学生は

71.5% である。

　女子学生の方が学校への定着率が高く成

績も良いのは、最近の世界的な傾向である。

その理由として、男子はある程度の年齢に

なると家族のために働き始めることや、女

子よりも自由に外出できるため学校での勉

強以外に興味をもちやすいことなどがある。

一方、行動の自由に制限を受けやすい女子

は、家の中で過ごす時間が多く、真面目に

学校の課題に取り組む姿勢が身に付きやす

いからだと言われている。また、高所得層

の子どもの方が低所得層の子どもより成績

が良い傾向があるなど、成績は生徒の家庭

の社会経済状況とも関連が深い。多くの低

所得層の女児は就学していないため、低所

得層の男児が含まれる男子生徒の平均点が

低くなるという見解もある（UNESCO 2003）。

(4) 教育による労働参加への影響

　ケーララ州の女性の教育レベルは高く、

北部インドと比較して行動の自由度が高い

と言われていることから、労働参加率は高

いのではないかと思われた。ところが、都

市部では、大学課程修了者を除いたすべて

の教育レベルで、ケーララ州の女性の方が

インド平均より労働参加率が高い一方、農

村部では、大学院課程修了者を除いてすべ

ての教育レベルにおいてケーララ州の女性

の労働参加率が低い（表 2）。

　ケーララ州で女性の労働参加が低い要因

は、主に 4 つ考えられる (4)。第 1 に、雇用

が少ないことである。ケーララ州政府は社

会分野へは大きな投資を行ってきたが、州

の経済開発への投資は十分ではなく、雇用

が十分創出されてこなかった。女性労働

者のうち 61%（Devi 2002: 34）、未婚女性

のうち 4 分の 3（SPB, GOK 2009: 443）が

失業していると報告されている。特に農

村部では、1990 年代以降の稲作農業から

換金作物への移行や小規模・家内工業の衰

退によって、これらの分野に多く従事する

女性労働者が職を失ったと指摘されている

（Saradamoni 1994; Panda 1999）。

表 2　インドおよびケーララ州の女性の教育レベル別労働参加率（2004/5 年）

都市部 農村部

インド ケーララ州 インド ケーララ州

非識字者 30.4% 30.4% 55.0% 33.3%

小学校前期課程修了者 23.4% 28.7% 44.9% 38.1%

小学校後期課程修了者 16.1% 20.1% 37.1% 32.6%

中学校課程修了者 12.3% 17.4% 30.5% 26.2%

高等学校課程修了者 12.9% 13.0% 25.2% 14.7%

大学課程修了者 48.6% 40.4% 52.3% 46.6%

大学院修了者 29.0% 42.9% 34.5% 45.9%

女性全体 16.6% 20.0% 32.7% 25.6%

（出典）State Planning Board, Government of Kerala (2009: 443, 444) より作成
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　第 2 に、女性たちが望む職種と雇用先が

適合しないのである。女性の教育レベルが

上がるにつれ、第 1 次産業から事務職や教

職などに従事したい女性が増えてきた。失

業中の女性のうち約 4 分の 3 が、希望する

職が見つからないことが理由だと述べたと、

デーヴィー（Devi 2002: 91）は報告してい

る。また、労働市場で男女の職域に偏りが

あり、女性の雇用の選択肢が限られている。

技術学校などで女子学生の割合が非常に低

いことに関連して、技術職や専門職に女性

は少なく、教師や看護師など伝統的に女性

の職業と考えられている雇用に集中してい

る。

　第 3 に、男女間の所得格差もある。ケー

ララ州政府（SPB, GOI 2009: 444）による

と、男性の平均賃金は都市部で女性の 1.5

倍、農村部で 1.3 倍である。同じ仕事内容

であるにもかかわらず賃金が異なれば、労

働参加への意欲は低下するだろう。

　第 4 に、女性の役割は家庭内の仕事であ

り、結婚後や出産後は外に働きに出てほし

くないという伝統的な考え方が残っている。

富裕層や中間層の上層の間では、学歴は結

婚のための資格や飾りにすぎず、若い女性

は専業主婦や腰かけの就職を選択すること

は少なくない。出産を機に病院勤務を辞め

た女性医師で、子どもの就学後に再就職を

考えていたが、義理の母親に「我が家のし

きたりでは、嫁が外で働くということはあ

りえません」と言われて、キャリアをあき

らめた事例も報告されている（Devi 2002: 

95）

　つまり、低調な労働需要、労働の需要と

供給の不均衡、労働市場での男女差、固定

的性別役割分担意識などの要因が絡み合い、

ケーララ州の女性の労働参加は低いレベル

にとどまっていると考えられる。

３．ジェンダーの視点からのケーララ

州における教育分野の課題

　ケーララ州では初等教育において、男女

別の生徒数や就学率などの教育指標の数値

からは大きな男女差が見られず、試験合格

率やカレッジの学生数の男女比では、女性

が男性を上回っている状況であることが分

かった。「万人のための教育」の 6 つの目標

は、本稿では取り上げていない就学前教育

以外の 5 つについては、男女間の差の解消

も含めて達成されていると言えよう。

　現地調査で、教育関係者を含むさまざま

な人に教育における男女差や女子教育にお

ける課題について聞いても、「男女差はない」

「課題はない」という答えがほとんどであっ

た。あえて課題として挙げられたのは、少

子化と私立学校の人気による公立学校の生

徒数の減少であった。それは、データ分析

からも学校現場からも確認された。

　しかし、ユネスコが提示する教育におけ

るジェンダー平等達成のための 4 つの側面

に基づいて、2 節でケーララ州の教育の現

状を分析した結果、いくつか課題も見えて

きた。第 1 に、教育の機会・アクセスに関

しては、初等教育課程の学校選択において

男女間の差が若干あり、社会階層間でも差

が生じていると思われた。公立学校より私

立学校へ行く生徒が増加し、私立学校にお

ける生徒数の男女比も縮小していることか

ら、今後は私立学校へ通う経済的余裕があ

る家庭とそうでない家庭の子どもの間で受

ける教育の内容や質に違いが出てくる可能

性がある。中等・高等教育課程では、全体

としては女子学生の割合が男子学生を上

回っているものの、技術学校やエンジニア

リング・カレッジなど男性の職業と考えら

れている職種につながる学校やコースでは、

女子学生の割合が非常に低い。

　第 2 の側面、学習のプロセスには、男女

別のトイレなど学校施設、男女同一のカリ
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キュラム、男子・女子学生に区別のない教

師の態度などの学習環境、性別役割にとら

われない教科書の内容、ジェンダー・バイ

アスのない進路選択など、多くの要素を含

む。本稿では、量的データから教員 1 人あ

たりの生徒数は低い数値であり、学校施設

も充実していると分かったが、質的データ

の収集と分析が必要である。

　課題としては、公立学校の質の向上が挙

げられる。英語教育への要望の高まりか

ら、ケーララ州政府は、公立学校でも 1 学

年に 2 クラス以上ある場合は、マラヤーラ

ム語で教えるクラスを 1 クラス確保すれば、

他のクラスは英語で教えてもよいことにし

た (5)。このように、低所得者層の子どもが

多いと考えられる公立学校で、ニーズに合っ

た質の高い教育を提供することは重要であ

る。

　もう一つの課題は、学校におけるジェン

ダー教育である。ケーララ州では、一部の

NGO が教員を対象としたジェンダー教育を

行っていたり、ジェンダーの視点から教科

書や指導方法についての見直しが行われて

いる。ジェンダーを固定化する歌が幼稚園

で禁止になった例もあると聞いた。しかし、

ジェンダー・ステレオタイプをなくすため

の学校現場での取り組みが待たれるところ

である。

　第 3 の側面、学習到達度では、女子学生

が男子学生より試験でよい結果を出してお

り、男子学生の学力の向上への対策が必要

であろう。

　第 4 に、教育がもたらす結果として労働

参加を検証してみると、女性の教育レベル

が上がっているにもかかわらず、労働参加

率は必ずしも高くないことが分かった。限

定された雇用機会や賃金格差など労働市場

にも課題はあるものの、「男性は仕事、女性

は家庭」という固定的な性別役割分担意識

が強く作用していると考えられた。その意

識は、女性が選択する学校やコース、職種

にも影響している。コーチ市内のカレッジ

で女性大学生とグループ・ディスカッショ

ンを行った際にも、就職を積極的に考えて

いる一方で、結婚や結婚後・出産後に仕事

を継続することに関しては、親の考えに従

わざるおえない状況が語られた。

４．おわりに

　本稿では、開発途上国のなかで高いレベ

ルの教育発展を遂げているインド、ケーラ

ラ州における教育の現状と課題について、

主に二次データを用いてジェンダーの視点

から考察してきた。男女共に、高い識字率、

高い初等教育への就学率、低い中途退学率

を達成したケーララ州では、教育の課題は

量から質へと移行している。初等教育普及

のために、公立学校は大きな役割を果たし

てきたが、機会の提供だけでは十分ではな

くなってきたようだ。一家庭あたりの子ど

もの数が減少し、以前より 1 人の子どもに

多くの教育費をかけられるようになってき

たためか、授業料を支払っても英語で授業

を行う私立学校への入学希望が高まってい

る。教育を受けたか、受けていないかでは

なく、どのような教育を受けるかという点

で男女間および経済社会階層間の格差が表

れつつあると思われた。

　また、女性の教育レベルが高いケーララ

州ではあるが、学校やコース選択において

男女間に違いがあり、女性の労働参加率が

低いことも分かった。その根底には、保守的、

伝統的な考え、性別役割分担意識が根強く

残っていることが考えられる。公立、私立

にかかわらず、ジェンダーの視点に立った

教育が行われていくことが重要であろう。

　世界には 7200 万人もの無就学児童が存在

することを考えると、国際教育協力におい

てアクセスの確保が第 1 だという考え方も

あろう。しかし、同時に質の高い教育、ジェ

ンダー視点に基づいた教育の普及すること
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も重要である。長年にわたる男性中心の社

会・家族制度や固定的な性別役割意識を変

えていくことは、容易ではない。ケーララ

州の事例からも日本の現状を見ても、女性

の高学歴化が男性と同じような社会参加へ

とはつながっていない。社会経済環境が大

きく異なるケーララ州と日本ではあるが、

似たような課題を抱えているように思われ

た。

　今後の研究課題として、学校や学部を選

択した理由および雇用についての考え方を

ケーララ州と日本の女子大学生を対象に調

査し、社会経済階層間の違いや高学歴化が

進む一方社会参加が進まない要因を探りた

いと考えている。

　教育分野で開発途上にある国々は、教育

におけるジェンダー平等の 4 つの側面をす

べて満たせるような教育の提供をしていく

上で重要なプロセスにある。これらの国々

は、すでに学校制度や学習環境が確立して

いる国々よりも、新しい視点を取り入れる

ことに柔軟に対応できる可能性がある。「万

人のための教育」達成に向けて、高い教育

レベルに達した国の経験や教訓が活かされ

ることを期待する。

注

(1) 二次データに加えて、現地を訪れた際に得られ

た情報も参考にする。2009 年 9 月 16 日～ 24

日に、兵庫教育大学の服部範子准教授を代表者

とする科学研究費補助金による「南アジアにお

ける女子教育及び女性のライフコースに関す

る総合的研究」の一部として服部範子氏、名須

川知子氏（兵庫教育大学教授）と 3人で、公立・

私立の幼児教育から高等教育までの教育機関

を訪問し、ケーララ州政府教育局、研究機関、

NGO の関係者へインタビューを行った。

(2) 以下、公立学校と述べた場合は、政府学校と政

府補助学校の両方を含む。

(3) 医学、看護、薬学、それぞれのなかでの男女学

生の割合に関するデータはないが、看護と薬学

で女子学生が非常に多いと考えられる。

(4) 詳しくは太田（2010）を参照。

(5) この方式は、訪問したコーチ市内の政府女子小

中学校とコッタヤム県の政府補助中学校で採

用されていた。
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付
属
 表

a　
ケ
ー
ラ
ラ
州
の
小
中
学
校
数
の
変
化
（

19
60
/1

年
～

20
07
/8

年
）

年
度

小
学
校
前
期
課
程

小
学
校
後
期
課
程

中
学
校

合
計

政
府

政
府
補
助

私
立

小
計

政
府

政
府
補
助

私
立

小
計

政
府

政
府
補
助

私
立

小
計

19
60
/1

2,
71
9

(4
0.
6%
) 

3,
95
4

(5
8.
9%
) 

33
(0
.5
%)
 

6,
70
2

(1
00
%)
 

53
0

(2
7.
4%
) 

1,
40
0

(7
2.
5%
) 

2
(0
.1
%)
 

1,
93
2

(1
00
%)
 

24
4

(2
7.
3%
) 

64
0

(7
1.
5%
) 

11
(1
.2
%)
 

89
5

(1
00
%)
 

 9
,5
29
 

19
70
/1

2,
82
3

(4
1.
0%
) 

4,
01
4

(5
8.
3%
) 

49
(0
.7
%)
 

6,
88
6

(1
00
%)
 

81
1

(3
1.
9%
) 

1,
72
3

(6
8.
1%
) 

10
(0
.4
%)
 

2,
54
4

(1
00
%)
 

44
2

(3
1.
9%
) 

89
7

(6
4.
8%
) 

45
(3
.3
%)
 

1,
38
4

(1
00
%)
 

10
,8
14
 

19
80
/1

2,
71
2

(3
9.
5%
) 

4,
10
0

(5
9.
8%
) 

49
(0
.7
%)
 

6,
86
1

(1
00
%)
 

86
7

(3
1.
5%
) 

1,
86
6

(6
7.
8%
) 

20
(0
.7
%)
 

2,
75
3

(1
00
%)
 

78
9

(4
0.
0%
) 

1,
12
2

(5
6.
9%
) 

62
(3
.1
%)
 

1,
97
3

(1
00
%)
 

11
,5
87
 

19
90
/1

2,
56
5

(3
7.
9%
) 

4,
06
8

(6
0.
1%
) 

13
4

(2
.0
%)
 

6,
76
7

(1
00
%)
 

96
0

(3
2.
9%
) 

1,
88
3

(6
4.
6%
) 

72
(2
.5
%)
 

2,
91
5

(1
00
%)
 

96
1

(3
9.
2%
)

1,
38
0

(5
6.
3%
) 

11
1

(4
.5
%)
 

2,
45
2

(1
00
%)
 

12
,1
34
 

20
00
/1

2,
56
5

(3
8.
0%
) 

4,
03
5

(5
9.
7%
) 

15
8

(2
.3
%)
 

6,
75
8

(1
00
%)
 

96
0

(3
2.
5%
) 

1,
87
3

(6
3.
3%
) 

12
4

(4
.2
%)
 

2,
95
7

(1
00
%)
 

98
5

(3
7.
7%
) 

1,
41
2

(5
4.
0%
) 

21
8

(8
.3
%)
 

2,
61
5

(1
00
%)
 

12
,3
30
 

20
07
/8

2,
54
8

(3
7.
5%
) 

3,
98
6

(5
8.
6%
) 

26
7

(3
.9
%)
 

6,
80
1

(1
00
%)
 

95
3

(3
1.
3%
) 

1,
86
9

(6
1.
4%
) 

22
0

(7
.2
%)
 

3,
04
2

(1
00
%)
 

99
9

(3
5.
6%
) 

1,
42
9

(5
1.
0%
) 

37
5

(1
3.
4%
) 

2,
80
3

(1
00
%)
 

12
,6
46
 

（
出
典
） 

St
at
e 
Pl
an
ni
ng
 B
oa
rd
, 
Go
ve
rn
me
nt
 o
f 

Ke
ra
la
 (
20
09
)、

De
pa
rt
me
nt
 o
f 
Ge
ne
ra
l 
Ed
uc
at
io
n,
 G
ov
er
nm
en
t 
of
 K
er
al
a 
(2
01
0)

（
注
） 

括
弧
内
は
、
小
学
校
前
期
課
程
、
小
学
校
後
期
課
程
、
中
学
校
、
そ
れ
ぞ
れ
の
学
校
数
の
な
か
で
の
設
置
区
分
別
の
割
合
を
示
す
。

付
属
 表

b　
ケ
ー
ラ
ラ
州
の
小
学
校
前
期
課
程
の
生

徒
数
の
変
化
（
19
60
/1

年
～

20
08
/9

年
）

年
度

政
府

政
府
補
助

私
立

合
計

男
性

女
性

小
計

男
性

女
性

小
計

男
性

女
性

小
計

男
性
合
計

女
性
合
計

合
計

19
60
/1

50
1,
45
1 

(5
3.
7%
) 

43
1,
97
3 

(4
6.
3%
) 

93
3,
42
4 

(1
00
%)
 

59
4,
87
4 

(5
3.
0%
) 

52
8,
30
7 

(4
7.
0%
) 

1,
12
3,
18
1 

(1
00
%)
 

1,
09
6,
32
5 

(5
3.
3%
) 

96
0,
28
0 

(4
6.
7%
) 

2,
05
6,
60
5 

(1
00
%)
 

19
70
/1

66
4,
29
5 

(5
3.
0%
) 

58
9,
52
3 

(4
7.
0%
) 

1,
25
3,
81
8 

(1
00
%)

80
6,
70
2 

(5
2.
3%
) 

73
6,
29
5 

(4
7.
7%
) 

1,
54
2,
99
7 

(1
00
%)

5,
98
1 

(5
1.
0%
) 

5,
74
9 

(4
9.
0%
) 

11
,7
30
 

(1
00
%)

1,
47
6,
97
8 

(5
2.
6%
) 

1,
33
1,
56
7 

(4
7.
4%
) 

2,
80
8,
54
5 

(1
00
%)

19
80
/1

57
6,
79
6 

(5
1.
7%
) 

53
9,
79
3 

(4
8.
3%
) 

1,
11
6,
58
9 

(1
00
%)

74
2,
51
4 

(5
1.
2%
) 

70
8,
32
4 

(4
8.
8%
) 

1,
45
0,
83
8 

(1
00
%)

13
,8
90
 

(5
0.
7%
) 

13
,4
86
 

(4
9.
3%
) 

27
,3
76
 

(1
00
%)

1,
33
3,
20
0 

(5
1.
4%
) 

1,
26
1,
60
3 

(4
8.
6%
) 

2,
59
4,
80
3 

(1
00
%)

19
90
/1

52
0,
66
9 

(5
1.
6%
) 

48
8,
61
8 

(4
8.
4%
) 

1,
00
9,
28
7 

(1
00
%)

71
0,
43
5 

(5
1.
1%
) 

68
0,
33
9 

(4
8.
9%
) 

1,
39
0,
77
4 

(1
00
%)

37
,6
01
 

(5
2.
0%
) 

34
,7
41
 

(4
8.
0%
) 

72
,3
42
 

(1
00
%)

1,
26
8,
70
5 

(5
1.
3%
) 

1,
20
3,
69
8 

(4
8.
7%
) 

2,
47
2,
40
3 

(1
00
%)

20
00
/1

36
1,
12
6 

(5
1.
2%
) 

34
4,
80
3 

(4
8.
8%
) 

70
5,
92
9 

(1
00
%)

56
6,
30
6 

(5
0.
7%
) 

55
0,
28
7 

(4
9.
3%
) 

1,
11
6,
59
3 

(1
00
%)

55
,7
19
 

(5
0.
2%
) 

55
,2
11
 

(4
9.
8%
) 

11
0,
93
0 

(1
00
%)

98
3,
15
1 

(5
0.
8%
) 

95
0,
30
1 

(4
9.
2%
) 

1,
93
3,
45
2 

(1
00
%)

20
08
/9

26
1,
92
2 

(5
0.
5%
) 

25
7,
01
7 

(4
9.
5%
) 

51
8,
93
9 

(1
00
%)

49
0,
47
7 

(5
0.
1%
) 

48
8,
01
8 

(4
9.
9%
) 

97
8,
49
5 

(1
00
%)

86
,2
00
 

(5
1.
1%
) 

82
,3
59
 

(4
8.
9%
) 

16
8,
55
9 

(1
00
%)

83
8,
59
9 

(5
0.
3%
) 

82
7,
39
4 

(4
9.
7%
) 

1,
66
5,
99
3 

(1
00
%)

（
出
典
） 

Di
re
ct
or
at
e 
of
 P
ub
li
c 
In
st
ru
ct
io
n,
 G
ov
er
nm
en
t 
of
 K
er
al
a 
(2
00
9)
、
De
pa
rt
me
nt
 o
f 
Ge
ne
ra
l 
Ed
uc
at
io
n,
 G
ov
er
nm
en
t 
of
 K
er
al
a 
(2
01
0)

（
注
） 

19
60
/1

の
デ
ー
タ
は
、
政
府
補
助
学
校
と
私
立
学
校
の
合
計
の
数
字
で
公
表
さ
れ
て
い
る
。
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付
属
 表

c　
ケ
ー
ラ
ラ
州
の
小
学
校
後
期
課
程
の
生

徒
数
の
変
化
（
19
60
/1

年
～

20
08
/9

年
）

年
度

政
府

政
府
補
助

私
立

合
計

男
性

女
性

小
計

男
性

女
性

小
計

男
性

女
性

小
計

男
性
合
計

女
性
合
計

合
計

19
60
/1

23
8,
12
0 

(5
6.
0%
) 

18
6,
80
7 

(4
4.
0%
) 

42
4,
92
7 

(1
00
%)
 

33
6,
08
8 

(5
5.
0%
) 

27
5,
34
3 

(4
5.
0%
) 

61
1,
43
1 

(1
00
%)
 

57
4,
20
8 

(5
5.
4%
) 

46
2,
15
0 

(4
4.
6%
) 

1,
03
6,
35
8 

(1
00
%)
 

19
70
/1

24
4,
90
8 

(5
5.
1%
) 

19
9,
69
3 

(4
4.
9%
) 

44
4,
60
1 

(1
00
%)

43
7,
86
7 

(5
3.
7%
) 

37
7,
54
5 

(4
6.
3%
) 

81
5,
41
2 

(1
00
%)

2,
53
6 

(4
0.
6%
) 

3,
71
4 

(5
9.
4%
) 

6,
25
0 

(1
00
%)

68
5,
31
1 

(5
4.
1%
) 

58
0,
95
2 

(4
5.
9%
) 

1,
26
6,
26
3 

(1
00
%)

19
80
/1

31
1,
12
5 

(5
2.
8%
) 

27
7,
84
7 

(4
7.
2%
) 

58
8,
97
2 

(1
00
%)

56
4,
36
1 

(5
1.
8%
) 

52
4,
16
5 

(4
8.
2%
) 

1,
08
8,
52
6 

(1
00
%)

8,
69
5 

(5
1.
5%
) 

8,
19
3 

(4
8.
5%
) 

16
,8
88
 

(1
00
%)

88
4,
18
1 

(5
2.
2%
) 

81
0,
20
5 

(4
7.
8%
) 

1,
69
4,
38
6 

(1
00
%)

19
90
/1

35
4,
53
8 

(5
1.
5%
) 

33
3,
97
0 

(4
8.
5%
) 

68
8,
50
8 

(1
00
%)

61
1,
97
1 

(5
1.
1%
) 

58
6,
10
8 

(4
8.
9%
) 

1,
19
8,
07
9 

(1
00
%)

23
,5
50
 

(5
4.
5%
) 

19
,6
69
 

(4
5.
5%
) 

43
,2
19
 

(1
00
%)

99
0,
05
9 

(5
1.
3%
) 

93
9,
74
7 

(4
8.
7%
) 

1,
92
9,
80
6 

(1
00
%)

20
00
/1

28
1,
07
8 

(5
2.
1%
) 

25
8,
28
9 

(4
7.
9%
) 

53
9,
36
7 

(1
00
%)

54
9,
17
6 

(5
1.
8%
) 

51
1,
39
9 

(4
8.
2%
) 

1,
06
0,
57
5 

(1
00
%)

41
,9
03
 

(5
2.
9%
) 

37
,2
56
 

(4
7.
1%
) 

79
,1
59
 

(1
00
%)

87
2,
15
7 

 (
51
.9
%)
 

80
6,
94
4 

(4
8.
1%
) 

1,
67
9,
10
1 

(1
00
%)

20
08
/9

20
8,
19
4 

(5
1.
1%
) 

19
9,
18
5 

(4
8.
9%
) 

40
7,
37
9 

(1
00
%)

47
8,
04
3 

(5
0.
9%
) 

46
1,
72
9 

(4
9.
1%
) 

93
9,
77
2 

(1
00
%)

56
,5
76
 

(5
3.
7%
) 

48
,8
13
 

(4
6.
3%
) 

10
5,
38
9 

(1
00
%)

74
2,
81
3 

(5
1.
1%
) 

70
9,
72
7 

(4
8.
9%
) 

1,
45
2,
54
0 

(1
00
%)

（
出
典
） 

Di
re
ct
or
at
e 
of
 P
ub
li
c 
In
st
ru
ct
io
n,
 G

ov
er
nm
en
t 
of
 K
er
al
a 
(2
00
9)
、
De
pa
rt
me
nt
 o
f 
Ge
ne
ra
l 
Ed
uc
at
io
n,
 G
ov
er
nm
en
t 
of
 K
er
al
a 
(2
01
0)

（
注
） 

19
60
/1

の
デ
ー
タ
は
、
政
府
補
助
学
校
と
私
立
学
校
の
合
計
の
数
字
で
公
表
さ
れ
て
い
る
。

付
属
 表

d　
ケ
ー
ラ
ラ
州
の
中
学
校
の
生
徒
数
の
変

化
（
19
60
/1

年
～

20
08
/9

年
）

年
度

政
府

政
府
補
助

私
立

合
計

男
性

女
性

小
計

男
性

女
性

小
計

男
性

女
性

小
計

男
性
合
計

女
性
合
計

合
計

19
60
/1

36
,5
51
 

(6
2.
4%
) 

22
,0
44
 

(3
7.
6%
) 

58
,5
95
 

(1
00
%)
 

70
,2
96
 

(5
9.
2%
) 

47
,8
17
 

(4
0.
3%
) 

11
8,
74
3 

(1
00
%)
 

10
7,
47
7 

(6
0.
6%
) 

69
,8
61
 

(3
9.
4%
) 

17
7,
33
8 

(1
00
%)
 

19
70
/1

13
9,
59
3 

(5
5.
8%
) 

11
0,
63
6 

 (
44
.2
%)
 

25
0,
22
9 

(1
00
%)

24
7,
15
6 

(5
2.
8%
) 

22
0,
66
0 

(4
7.
2%
) 

46
7,
81
6 

(1
00
%)

2,
59
6 

(3
8.
9%
) 

4,
07
3 

(6
1.
1%
) 

6,
66
9 

(1
00
%)

38
9,
34
5 

 (
53
.7
%)
 

33
5,
36
9 

(4
6.
3%
) 

72
4,
71
4 

(1
00
%)

19
80
/1

26
2,
09
1 

(5
2.
6%
) 

23
5,
77
4 

(4
7.
4%
) 

49
7,
86
5 

(1
00
%)

40
9,
79
3 

(5
1.
2%
) 

38
9,
94
1 

(4
8.
8%
) 

79
9,
73
4 

(1
00
%)

7,
50
9 

(4
6.
5%
) 

8,
65
6 

(5
3.
5%
) 

16
,1
65
 

(1
00
%)

67
9,
39
3 

(5
1.
7%
) 

63
4,
37
1 

(4
8.
3%
) 

1,
31
3,
76
4 

(1
00
%)

19
90
/1

30
3,
50
8 

(5
0.
7%
) 

29
5,
26
9 

(4
9.
3%
) 

59
8,
77
7 

(1
00
%)

43
3,
14
1 

(4
9.
9%
) 

43
4,
82
0 

(5
0.
1%
) 

86
7,
96
1 

(1
00
%)

16
,8
95
 

(5
2.
5%
) 

15
,2
59
 

(4
7.
5%
) 

32
,1
54
 

(1
00
%)

75
3,
54
4 

(5
0.
3%
) 

74
5,
34
8 

(4
9.
7%
) 

1,
49
8,
89
2 

(1
00
%)

20
00
/1

30
0,
55
0 

(5
0.
4%
) 

29
6,
21
6 

(4
9.
6%
) 

59
6,
76
6 

(1
00
%)

47
0,
29
0 

 (
49
.9
%)
 

47
2,
00
5 

(5
0.
1%
) 

94
2,
29
5 

(1
00
%)

34
,7
50
 

(5
1.
5%
) 

32
,6
88
 

(4
8.
5%
) 

67
,4
38
 

(1
00
%)

80
5,
59
0 

 (
50
.1
%)
 

80
0,
90
9 

(4
9.
9%
) 

1,
60
6,
49
9 

(1
00
%)

20
08
/9

22
9,
02
1 

(5
0.
8%
) 

22
2,
00
2 

(4
9.
2%
) 

45
1,
02
3 

(1
00
%)

44
6,
55
7 

(5
0.
5%
) 

43
7,
00
1 

(4
9.
5%
) 

88
3,
55
8 

(1
00
%)

49
,2
00
 

(5
3.
1%
) 

43
,5
12
 

(4
6.
9%
) 

92
,7
12
 

(1
00
%)

72
4,
77
8 

(5
0.
8%
) 

70
2,
51
5 

(4
9.
2%
) 

1,
42
7,
29
3 

(1
00
%)

（
出
典
） 

Di
re
ct
or
at
e 
of
 P
ub
li
c 
In
st
ru
ct
io
n,
 G
ov
er
nm
en
t 
of
 K
er
al
a 
(2
00
9)
、
De
pa
rt
me
nt
 o
f 
Ge
ne
ra
l 
Ed
uc
at
io
n,
 G
ov
er
nm
en
t 
of
 K
er
al
a 
(2
01
0)

（
注
） 

19
60
/1

の
デ
ー
タ
は
、
政
府
補
助
学
校
と
私
立
学
校
の
合
計
の
数
字
で
公
表
さ
れ
て
い
る
。
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付
属
 表

e　
ケ
ー
ラ
ラ
州
の
学
校
の
設
置
区
分
に
よ

る
小
中
学
校
の
男
女
別
生
徒
数
の
割
合
の
変
化
（
19
60
/1

年
～

20
00
/1

年
）

年
度

小
学
校
前
期
課
程

小
学
校
後
期
課
程

中
学
校

政
府
学
校

政
府
補
助

学
校

私
立
学
校

合
計

政
府
学
校

政
府
補
助

学
校

私
立
学
校

合
計

政
府
学
校

政
府
補
助

学
校

私
立
学
校

合
計

男
性 19
60
/1

45
.7
% 

54
.3
% 

10
0%
 

41
.5
% 

58
.5
% 

10
0%
 

34
.0
% 

66
.0
% 

10
0%
 

19
70
/1

45
.0
% 

54
.6
% 

0.
4%
 

10
0%

35
.7
% 

63
.9
% 

0.
4%
 

10
0%

35
.9
% 

63
.5
% 

0.
7%
 

10
0%

19
80
/1

43
.3
% 

55
.7
% 

1.
1%
 

10
0%

35
.2
% 

63
.8
% 

1.
0%
 

10
0%

38
.6
% 

60
.3
% 

1.
1%
 

10
0%

19
90
/1

41
.0
% 

56
.0
% 

2.
9%
 

10
0%

35
.8
% 

61
.8
% 

2.
4%
 

10
0%

40
.3
% 

57
.5
% 

2.
2%
 

10
0%

20
00
/1

36
.7
%

57
.6
%

5.
7%

10
0%

32
.2
% 

63
.0
% 

4.
8%
 

10
0%

37
.3
% 

58
.4
% 

4.
3%
 

10
0%

女
性 19
60
/1

45
.0
% 

55
.0
% 

10
0%
 

40
.4
% 

59
.6
% 

10
0%
 

31
.6
% 

68
.4
% 

10
0%
 

19
70
/1

44
.3
% 

55
.3
% 

0.
4%
 

10
0%

34
.4
% 

65
.0
% 

0.
6%
 

10
0%

33
.0
% 

65
.8
% 

1.
4%
 

10
0%

19
80
/1

42
.8
% 

56
.1
% 

1.
1%
 

10
0%

34
.3
% 

64
.7
% 

1.
0%
 

10
0%

37
.2
% 

61
.5
% 

1.
4%

10
0%

19
90
/1

40
.6
% 

56
.5
% 

2.
9%
 

10
0%

35
.5
% 

62
.4
% 

2.
1%
 

10
0%

39
.6
% 

58
.3
% 

2.
0%
 

10
0%

20
00
/1

36
.3
%

57
.9
%

5.
8%

10
0%

32
.0
% 

63
.4
% 

4.
6%
 

10
0%

37
.0
% 

58
.9
% 

4.
1%
 

10
0%

（
出
典
） 

St
at
e 
Pl
an
ni
ng
 B
oa
rd
, 
Go
ve
rn
me
nt
 o
f 
Ke
ra
la
 (
20
09
)、

De
pa
rt
me
nt
 o
f 
Ge
ne
ra
l 
Ed
uc
at
io
n,
 G
ov
er
nm
en
t 
of
 K
er
al
a 
(2
01
0)
 

（
注
） 

19
60
/1

年
の
デ
ー
タ
は
、
政
府
補
助
学
校
と
私
立
学
校
の
合
計
の
数
字
で
公
表
さ
れ
て
い
る
。
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付属 表 f　ケーララ州の中等・高等教育の学校数と学生数（2006/07 ～ 2008/09 年）

学校数 学生数

政府 政府補助 私立 合計 政府 政府補助 私立 合計

インター
ミディエイト

735 529 439 1,703 96,414 98,582 61,719 256,715

職業訓練高校 261 128 --- 389 n/a n/a n/a 47,021

教員養成学校 38 64 112 214 n/a n/a n/a n/a

技術高校 39 --- --- 39 6,285 --- --- 6,285

ポリテクニック 43 6 --- 49 25,066 4,533 --- 29,599

カレッジ 39 150 160 349 n/a n/a n/a 151,783

エンジニアリン・
カレッジ

11 3 70 84 n/a n/a n/a 25,492

医学、看護、薬学 --- --- --- 125 n/a n/a n/a n/a

大学 7 --- --- 7 n/a n/a n/a 20,092

（出典） Directorate of Public Instruction, Government of Kerala (2009)、State Planning Board, 
Government of Kerala (2009)

付属 表 g　ケーララ州の教員 1人あたりに対する生徒数の変化（1980/1 年～ 2005/6 年）

政府のデータ 生徒数を教員数で割った数値

小学校前期課程 小学校後期課程 中学校 小学校前期課程 小学校後期課程 中学校

1960/1 年 n/a n/a n/a 40 58 22

1970/1 年 n/a n/a n/a 40 29 25

1980/1 年 36 30 28 36 30 28

1990/1 年 34 32 26 34 32 26

2000/1 年 30 30 26 30 30 26

2005/6 年 43 32 17 29 28 24

（出典） State Planning Board, Government of Kerala (various years)、Department of General 
Education, Government of Kerala (2009)

（注） 生徒数を教員数で割った数値は 2006/7 年のデータである。




